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企業の杜会的感応性と公共政策
小林俊ユ治
1．企業行動と公共政策
　ここ数年，アメリカ経営学たおいて，ハーバード・ビジネス・スクールやカ
ーネギー・メロン大学の産業管理大学院などのr経営戦略研究」と並んで，カ
…リフォルニア大学バークレイー校やセソトルイスのワシソトン犬学付属アメリ
カ・ビジネス研究センターなどが中心となちて，企業（以下，本稿において企
業という場合，私企業を指すものとする）・と政府（国および州！ベル．とも官こ含
む）の広い意味での公共政策との関係について研究することが盛んになってき
ている。その領域は，r企業と公共政策（Business　and　Pub1ic・Poli℃y，事PP）」
と一般に呼称されている。
　この新しい領域は，従来のr経営戦略研究」がチ所与の外生変数とみなす傾
向にあった自国政府の各種の政策，外国政府の政策，さらには政策決定ブ甲セ
ス，また広くは世論といったことを研究対象に組み入れるのである。この領域
が生成Lてきた理由は，すでに筆者が別稿ωで述べたので，こζでは詳細は省
くが，ひとつはポスト・ウ身トターゲートの社会情勢であり，もうひとつは，
レーガン政権による規制緩和（deregulation）政策である。・．とくに，規制緩和
政策は，これまでの民主党政権下でアメリカ政府がとってきた企業等への種々
の規制に対する批判から生じたものであるが，一体いかなる基準で規制を課す
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べきか，またいかなる規制を存続させるべきか，という問題を提起した。周知
のように，1960年代以降，消費考運動などの各種の杜会改革運動の噴出と拡大
は，種々の規制を次々に割定する状況を生みだLてきた。だが，80年代に入っ
て，そのr規制主義」による各種の弊害があらわれ，共和党政権の出現ととも
にその見直しが行われるようになったのである。
　上述のように，アメリカでは一方において，規制を課すべき状況があり，他
方には規制を緩和しなければならたい状況が生じている。企業および業界は，
政府の規制政策もしくは規制緩和政策にいかに対応すれぱよいのか，どこまで，
またいかにして政府に圧力をかげれぱよいか，さらにはいかにして政府の政策
決定プロセスに参画できるか，というような問題に直面してきている。つまり，
企業側は・それ自身の経営戦略の策定にさいして，公共政策の方向に眼を向げ
なけれぱ准らなくたっている。かかる状況においては，企業は，自己の第一義
的ミヅションともいうべき顧客への製品・サービスの提供という役割をはたす
ために，公共政策へこれまで以上に注意を払わなけれぱならなくなった。
　そこで小稿では，企業活動におげる公共政策の重要性を明確にするために，
童ず公共政策の概念規定を行い，次に公共政策と市場経済との相違を検討す
る。そして，アメリカ経営学がいかに公共政策をその体系の内に入れているか
を検討する。最後に企業と公共政策の領域（BPP）のひとつである企業の杜会
的責任について若干の論議をする。
　「公共政策」とは，経営学者であるM．H．ラヤソ，C．L．スワソソンおよ
びR．Aバヅクホルツによれぱr公共の特定の間題　　それが杜会全体の利
害を表わすのであれ，また杜会のある部分の利害を表わすのであれ一に向け
られた，杜会もLくは杜会の正統な代表によって集合的に遂行される一達の活
動」佗1である。またわが国の著作をみると，例えぱ，公共政策とは，野目悠紀
雄のr公共政策』（岩波書店，昭和59年）によれぱ，政府の行う活動である。
そLて，その場合の「政府」とは公的企業とは区別された】般政府であり，そ
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れは，「立法，司法，治安，教育，民生等の本源的な政府活動を行なう主体」
を意味する。さらに一般政府は，中央政府，地方政府，および杜会保障基金
（杜会保障給付機関）に分けられる。一般政府の活動は，経済統計的にr国民
経済計算」によって把握することができる。そして，前掲r公共政策』では，
租税問題は意識的にはぶいてあるが，所得分配政策，価格政策と補助金，年金，
公共財等が経済学的スタンスから論じられている。したがって，野口の研究は，
どちらかというと従来の財政学的研究の系譜につらなる公共政策分析である。
重た，山田太門のr公共経済学』では「公共経済学は政府の活動を含む制度の
あり方を研究する新Lい経済学の分野」であり，r厚生経済学の規範的な理論
を受げついでいる面」もあるが，それよりももっと具体的なことがらを研究対
象とする。例としては，公害規制や選挙行動などもあげられている。｛劃
　上に引用した野口や山田の研究に見られるように，経済学サイドにおいて市
場経済を主体とした固有の経済政策だげの分析では，経済の実体を把握できず，
政府の活動，立法府の意思決定，さらには経済法をめぐる司法部門の動向の分
析をしなげれぱ，リアリスティックな経済理論を生みだすことができなくなっ
ているのである。
2．　市場システムと非市場システム
　小稿の視点からすれぱ，公共政策とは，政府もLくは議会等の正統性をもつ
機関が，ある特定の目標を決定し，遂行するための政策である。ただ，その政
策は，すべてが厳密に法律や条例等に具体化されるとは隈らない。したがって・
また従来の法律を新たな観点から解釈することによって，新しい状況に対応で
きる法律的根拠をもつことができる。（わが国のr行政指導」のような法律的
裏付のない公共政策もありえる。）
　次に聞題にたるのは，公共政策の領域と従来の市場の領域との相違である。
K　A．バヅクホルツは，その区別を下表のように要約している。＝4〕
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希場システムと公共政策プロ壬スの概念要素
市場シ入テム 公共政棄プロセス
交換ブロセメ 政治プロセス
私的財およびサーピス 公共財およびサーピス
経済的価値体系 多様な価値体系
白己の利益 公共の利益
見えさ＝る手 見える手
経済的役割（生崖者一消費老一投資象一 政治的役割（政治家一市民一公益集団）
従業員）
消費老主権 市民主権
報酬としで利益 報酬として権力
主要雄腫は企業 主要注制度は政府
執行原則：効率，生産性，成長 執行原貝o：正義，公平，公正
■　L ＿」 ■
　上記の表で，とくに詳論すべき事項はないが，ここでは，公共政策のプロセ
スにういてのバックホルツの見解を検討してみる。まず公共政策が政治プロセ
スの産物であることは明きらかである；多様な利害関係者が権力と影響力を駆
使Lて自已もしくは白已の属する集団の利益を他者との交渉を通じて実現Lて
いくのが政治プロセスである。この過程では，市場の交換ほど取引が明白であ
るわげではない。妥賜の産物としてある政策がアウトプットされるケースが多
い。また，政策は，市場取引によってではなく，投票などによって決定され
る。庄お；バヅクホルツは，交換プロセス（exchange　process）を市場プロ
セスとみなLたが，政治学でも，・政治を交換プロセろとみなすバラダイムがあ
ることを指摘Lておきたい。i5］
　次のr公共財と公共サーピス」は代価を支払わない公共によって消費される
可能性のある財やサービスであり，そのため企業カミそれらの生産に従事しな
い。P．サムエルソンによれぱ，公共財とは，1■ある財の個人による消費が；
他の人々のその財の消費を除外できない財」〔61である。’それゆえ，非排他性
（mnexcludability）＝が公共財の特質である。もうひとつの特質は，「非競合性
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（n0町iValry）」である。これは，ある人がある財やサービスを使用しても；他
の人も同時に同じ財やサービスを使用できるというもので，公共財の特質であ
る。r多様な価値体系」とは，例えぱ政府が制定する公害対策にしてもその費
用・便益計算に関して多様狂見解があり，意見の衝突がある。バヅクホルツは，
それらの多様な価値体系は　政治プーPセスによりて統合されることが合理的ζ
思えると指摘してい飢r公共の利益」とは，立場によって種々の定義が可能
であるが，バックホルツは，傘共の利益とは，あろ数（複数）の利害関係考の
利益を集計レバランろをとったものという定義“また共通の利益のために調
和された，コミ阜ニティにおげるすべての私的利益の総計という定義，杜会の
すべてもしくはほとんどすべてのメンバーが共有する共通の利益という定義な
どを紹介していろ。一ただ，バックホルツは；公共政策を策定する権力所有考が，
その策定のさいに利益から完全に自由にはなっていないことを指摘している。、
丁見える手」とは，公共致策がある具体的た人々二（議員や官僚等）によって遂
行されるので，多数Q無名の人々が参加するr市場システム」と違って，公共
政策においては，責任の所在も明確であるということも意味しているら
　r市民主権」とは市民が民主主義においては投票によって公共政策を左右で
きるという・こ士である。「報酬として権力」とは，企業家にとって禾日益が重要
であるのと同じように，．議員等の公共政策決定考には権力が問題であり，権力
を得ることが最高の報酬とな孔r主要制度としての政府」と枇，政府が公共
政策を実施する唯一の正統な機関であるということである。「執行原則」は，
公共政策の亭いにおげる資源摩分が・たとえそれらが数量化できないとしても・
公正，公平，正義に基づかねぱならないことを意味している。
　要するに，政府等が執行する公共政策は，非市場的行動であり，かつ’r公共
g利益」を目指すもgであ飢またその政策の策定者おまび執行者の報酬は権
力および影響力である。企業経営にとっての課題は，規制強化にLろ，またそ
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の緩和にしろ，この公共政策が今日の企業環境に大きな影響を与えるので，本
格的に考慮しなげれぱならないということである。
　具体的には，アメリカにおいては，タバコ産業や自動車タイヤの安全基準設
定等の規制強化，また航空運輸業や金融業界等の規制緩和は，当該の業界に夫
きな影響を与えている。日本でも売上税をめぐって，賛成側の経団連所属企業
と反対側の日本商工会議所所属の企業とで意見の対立をよんだのはまだ記憶に
新しい。また，遂に実現した国鉄の分割民営化とNTTの民営化は，十年前
には予期されなかったことである。すなわち総評にしろ，同盟にしろ労働組合
が杜会に犬きな影響力を有Lていた時代一例えぱ1970年代には一国鉄分割
は不可能であったであろうし，NTTの民営化については，まだ情報杜会や国
際化が端緒についたぱかりの時代には，その必要性はほとんど認められなかっ
たであろう。
　日本およびアメリカ等におげるこれらの規制緩和や規制撤廃は，いわゆる
r政府の失敗（gOVemment　failure）」例の例であり，それを今度は市場の力
を借りて活性化しようとするものである。
　このようにr政府の失敗」やr市場の失敗」により，アメリカをはじめとす
る西側先進諸国における行政改革の波は，これまで公共部門の事業と思われて
いたものを民間部門に，逆に民間部門と思われていたものを公共部門に，その
管理運営を移管することを促進した。
　ところで，さきに指摘したように，経営学において公共政策を問題とすると
きには，たんに立法府や行政府の行動を分析するだげではなく，それが企業活
動に対していかなるインプリケーショ：■をもつかが重要視されねぱならない。
すなわち，企業の戦略と公共政策の“五t”が間題になる。アメリカでは，す
でにこのBPPの分野に関して，かなりの文献が出版されているので，1割ここ
ではその代表例として・先に引用したバヅクホルツの著書を紹介してみる。そ
の目次の概略は以下の通りである。
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　第1部経営環境と公共政策入門，第1章経営環境の変化と企業経営の変質，第2章経
営管理の新領域としての公共政策の発展，第3章経営倫理，第2部企業と公共政策，第
4章公共政策の概念的基礎，第5章公共政策の史的展開，第6章公共政策の杜会的文脈，
第7章企業一政府関係，第3部第8章政府による規制，第9章反トラスト政策，第10章
会杜の統治，第11章富と貧困，第12章雇用機会均等，第13章職場の安全と健康，第14章
消費者保護，第15章物理的環境と公害規制，第4都公共政策と戦略経営，第16章企業環
境の変化と戦略経営，第17章公共間題（Pub1ic　Issues）管理の基礎，第18章企業の政治
戦略，第19章公共政策の国際的次元，第20章企業と公共政策の将来
　勿論，バヅクホルツの上述の構想および体系化は，ひとつの例にすぎないが，
代表的例といえるものであ飢そこでは，企業の戦略策定におげる公共政策の
重要性が充分に認識されている。また，公共政策が，企業のマーケティング活
動，財務活動，人事・労務管理，製造活動たどあらゆる局面にわたって影響を
およぼしていることも理解できる。そのことはまた，企業と議会・政府との関
係がこれまで以上に濃密一相互に反発する場合でも協調する場合でも一で
あることを証明Lていると言える。バックホルツの前掲書にあるように，GM
などはr公共政策委員会（Public　policy　committee）」を設置して，企業活動
と政府等の公共政策とにギャップがたいようにしている。
　また，公共政策の間題は，とくに政策の導入時には企業にとっては解決すべ
きイシューである。それゆえ，たとえぱ公害規制や政治活動規制が導入時を経
過し，それが日常業務の自明の前提条件になってしまうまでが，企業にとって
適応が困難な局面である。その局面を通遇し，そうLた風土ができれぱ，ほと
んどの企業は，当該の公共政策に従うことができよう。
　したがって，間題になるのは，ある公共政策がどのように立案，体系化され，
法律等になるかのライフ・サイクルである。
　M．ライヤ：／たちは，前掲書において，三段階モデルを提唱している。第一
段階は，『世論形成期』，第二段階は「公共政策策定期」，第三段階は「公共政
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策実施期」である。企業側ぱ第一段階では，コミーユニケーショ」ン戦略を採用す
る。マス・メディアを利用Lて社会のあらゆる人刈こ，企業の立場を訴求して
いく。第二段階では，参加戦略をとり，業界などが中心になってロビイングを
したり，政治献金を武器に，その政策が議会を通過する（Lない）ように運動
する。この段階では，議員や官僚に直接，交渉することに力点がおかれる。第
三段階では，遵守戦略かペナルティを覚悟して反遵守戦略をとるか，もしくは，
決定した政策に対Lて世論等を喚起して，修正Lた一り再審議するようにすると
かいった間題，すなわちライフ・サイクルの第一段階に戻るのである。例えぱ，
わが国のr大規模小売店舗法」の成立過程に則して言えぱ，スーパー側は，チ
ェソス・トアー協会等を通して，’反対の運動をした。Lかし，世論を充分に喚起
できなかった。第二段階では，チェ：■ストアー協会は，自民党に対して働きか
けをする政治戦略を充分には策定できなかったと言える。今回の売上税間題の
をきは，チェソストプー協会が，売上税を支持する政党には政治献金を停止す
るという見解を表明L，自己σもつ政治資源を利舟して，公共政策の立案過程
に参画した。しかし，r大規模小売店舗法」めときは，審議会等でスーパー側
の主張を述べるという戦略などしが採用しなかった。第三段階では，遵守戦略
を採用した。しかL，．生活協厨組合の進出や成長に・よって危機感をもち，r生
協規制」という新なるイシューを提起する側になっている。すなわち，r生協
規割」という公共政策のライフ・サイ1クノレの第一段階に入ったのである。
　上述のように，企業は公共政策の決定過程に対してそれぞれの段階にふさわ
Lい戦略を採用し，自杜もLくは業界に有利にたちように運動することが必要
である。BPPの領域の研究成果は，一そうした企業の対公共政策戦略の策定お
よび実施にガイ」ドライソを与えるであろう。
31企業の感応偉
日本およびアメリカにおける経済領域におげる公共部門の影響力の増大は，
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企業の行動に種々の制約（CqnS施i地）’をくわえる。その結果，企業は，これ
まで以上に複雑な環境のたかで活動するζととなってい飢企業は，M．フリ
ード†ソのいう通りに，株主の利益をぽかれぱよい，という状況が支配的では
ないということである。現に，一般的に見れぱ，企業内におげる株主の地位は
アメリカ皐よび日本において変化してきている。株主にとって重要なことは，
株価および配当であるという命題ぱ，依然と．して支持されている。Lかし，株
価や配当を緯持Lたり高めたりするために，専門の経営者が必要となってきた
のである。そこに，株主の地位の相対的低下が生じていることは否めないこと
である。ただ，最近では，とくにアメリヵではTOBをふくむM＆Aが活
発となり，株主権が重視されるようになってきてい乱株主が，例えぱテソダ
ー・木7アーにし）かに対処するかが，守る側のマネジメントにとっては，戦略
的意味をもってくるのであ私また，株主権に関違して言えぱ，いわゆる日本
でいう一株運動は，アメリカでは，r杜会義務運動（social　accountability
mOvement）」とLて1970年以来，その運動を続けてきている。＝副
　上に述べた株主の問題は，企業の内部構造における新たなるダイナミズムを
示すために提示Lたのだが，企業には，株主以外に次のような利害関係老
（stakeho1der）が存在している。従業員，地域杜会，顧客，供給業者，債権者，
政府，経営者自身等であ私さらに利害関係老とLては，顧客やクライアント
以外の消費者一般が指摘されよう。これらの多様な利害関係者の欲求を満足さ
せるのが，経営者の役割であ飢勿論，経営者旨身の欲求も満たされなげれぱ
ならないoω
　A．F．ブォノとL．ニコルスは，企業活動の中心を株主におく・「企業業績の
株主モデル（Stockho1der　Model・of　Corporate　Performance）」と企業活動
の中心を利害関係者におく「企業業績の利害関係者モデル（Stakeholder
Mode1of　Corporate　Pe㎡ormance）」．とを区別し，次のようにその相違を指
摘している。ω
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　r企業業績の株主モデル」は，企業においては，株主が取締役会のメンバー
を選び，取締役は，杜会規範を守った上で，株主のために利益の拡大化をめざ
すと考える。そこでは，従業員は，機械と同じようにたんに企業に奉仕する用
具とみなされる。そして，企業活動の対象とたる他の企業や顧客は，市場取引
において，当該企業と自由に相互に有益た交換を行うと想定され私この企業
活動を株主中心的に見る立場は，1930年代において批判されたが，現在でも存
在している。r企業業績の利害関係老モデル」は，企業を杜会に対する奉仕考
（Senant）とみなす。企業は，それをとりまく利害関係者より構成される役割
セットの中心にあって，各利害関係老の要求を調整しなげれぱならない。勿論，
株主の利益は，高いプライオリティを有しているが，絶対的なものではない。
この場合，企業は充分に公共の利益（公共政策への協力等）を考慮して，利益
の追求する。そLて，利害関係考は，主要利害関係考と二次的利害関係者に分
げられる。前考には，経営管理担当者をはじめ，従業員，顧客，供給業老など
が属する。後考には消費老一般，少数民族，競争相手，プレス関係などが属す
る。
　ブルノとニコラスは，上のように株主モデルと利害関係者モデルとを区分L，
rハーバード・ビジネス・レビュー」誌の調査等を引用して，後者のモデルが
大学の経営学部では新しいオーソドキシイになりつつあることを指摘する。ω
たLかに，利害関係者モデルは，今日の多元的杜会において有効なモデルと言
えよう。時系列的にみれぱ，まず株主の支配があり，次に1932年に公表された
バーリとミーンズの調査によって，企業の意思決定におげる株主の権力の低下
が示され，その代りに専門経営者の権力の増犬カミ指摘された。現在では，この
専門経営考の支配も，企業内外の，上述Lた区分に従えば，主要利害関係考と
二次的利害関係者の，影響力が強くなっているため，バーリとミーズ1■が指摘
Lたほどには強力ではないと言えよう。
　こうした企業の内部構造の変化は，企業のオープン性や杜会性を高める結果
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となっている。それはまた，企業が利害関係者を含めた広いパブリックに対し
て責任を有すべきことを意味Lている。ここに，企業の杜会に対する役割ない
し責任に新しい意義が付加される根拠が生じたのである。
　従来・企業の杜会的責任の問題は，上述のようにパブリックに対する義務と
して，あるいは利益と関係のない奉仕の観点から論じられてきた。しかし，今
日では・経営戦略との関係で，企業に直接の貢献もしくは損失を与える問題と
Lて・企業の杜会的責任が論じられてきている。そのことは，たんに道義論や
道徳論のレベルを越えて，企業が具体的に杜会に何を貢献しているかという視
点から，杜会的存在とLての企業の責任を問われなけれぱならないことを示L
ている。
　この点に関して，最近では「企業と杜会」を研究するアメリカのサークルで
はS．P．セチやR．W．アッカーマンなどのr杜会感応性（sOcial　respOn－
si▽eness）」の概念がよく使用されるようである。㈱W．フレドリックによれぱ，
r杜会感応性とは，杜会の圧力に対する企業の感応能カである」。血刈Lたがって，
感応能力のない企業も存在するであろうし，高感度に反応する企業もありえ
る。この杜会感応性の概念は，セチが指摘するように，企業が杜会システムの
変化に応じてそれ自身も適応していかなけれぱならないことを示している。セ
チはまた，この杜会感応性の概念が出現する前の二つの段階すなわちr杜会義
務・禁止」とr杜会的責任・規範」の存在を指摘する。これに対Lて，杜会感
応性は，r杜会感応性・予測と防止」として前二段階と区別され飢例えば，
セチによれぱ，政府との関係の場合では，r杜会義務・禁止」の段階で，自杜
の市場地位を守るために必要である場合を除いて，いかなる規制にも強く低抗
する。情報公開要求にも，合法的なもの以外は低抗する。次のr杜会的責任・
規範」の段階でぱ，企業意思決定においては，自己に権隈を留保Lておくが，
業界全体の向上のためには政府と協力す飢政治過程に参加し，従業員にもそ
れを勧める。第三の杜会感応性の場合には，政府と率直にコミュニケートし，
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現行法規の執行や企業活動の評価を開発する手助をする。公益に反す言政府6
活動に対して公げに反対する。㈲
　上述のように，企業一の責任は，企業の円郡権刀構遣の変化とともに，また企
業をとりまく環境の圧力によっても，．変化する。セチの三段階の区荊もそのこ
とを示している。そして，今日の企業は，好むと好まざるにかかわらず，第三
の段階の行動が要求されているのである。さらに，今日一の時点で強調されるべ
きことは，すでに指摘じたように，企秦が公共政策の策定および執行に関与す
る度合いが高まっていることであるδ
注（1〕拙稿「「企業と杜会」論の生成」（『早稲田商学』314・315合併号）および「「企業
　　と杜会」論のパラダイム」（前掲誌319号）を参照。
　（2〕M・H・Ryan，C・L却anson＆RA・Buchholz，Co功07肋S物ま2紗，P肋〃6
　　Poκη＆肋召ハoγ〃刎500，B1ackwe1l，1987．p．36．
　（3〕野口悠紀『公共政策』岩波書店，昭和59年，10頁および11頁。なお本書には巻末
　　にビブリオグラフィーが掲載されているρ
　　　山田太門『公共経済学』日本経済新聞杜，昭和62年，3頁，本書では「第4章
　　政治過程の分析」という，従来の政治学の領域まで踏み込んだ研究が蚊められてい
　　る。また，昭和56年から『公共選択の研究』誌が発行され二〔いる。
　（4〕　R．A．Buchholz，B蜘初3∫∫五榊かo挽刎2〃”閉6P〃棚c1〕o〃η，1〃ψ〃〃〃o㈱／倣
　　吻”9舳刎ま叩パ物螂巧・舳1α”・仏P…ti・←H・1い986．（芋三d・乱）P71・
　（5〕例えば，カリイとウェイドの研究。P．L．Cuπy，Jr．a皿d　L．L．Wade，λ〃ωη
　　げPo1肋ω1E〃肋閉g召・Prentice－Han，工986（大島通義訳τ政治交換の理論一政
　　治経済学序説』動草書房，1977年）。
　（6）　P．A．SamueIson，The　Pure　Theory　of　Public　Expenditures，地砂如〃oグ亙60一
　　〃o〃o∫α〃Sまα眺肋536（1954）．
　（7〕見J・Ru価n　and　P．R－Gregory，Pπ初c功～召s　oア亙ω〃o〃cs，Scott，Foresman
　　and　Colnpany，198＆P．722．
　（8〕F．Luthms，R．M．Hodgetts　and　K．K　Thompson，Soo〃ム∫惚∫初B〃5肋ω8＝
　　S物勿46α〃肋棚o　Po1｛η地ゆ20〃㈱，4th　ed．Macmillan，1984．
　　　G．Steiner　and　J．F．Steiner，B刎8初召s5，　Go砂27椛刎2〃ま　o〃∂　∫06地妙，4th　e↓
　　Random　House，1985。
　　　亘．Tombari，B洲伽ωs〃65oo｛θ妙j∫ま7囮ま昭わ∫1oグま加亙刎〃o〃刎召〃〃∂
　　P泌〃c月oκη，DIyde口，1984．
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　　K．Davis，W．C．Frederick　and　R　L．Blomstrom，肋曲棚伽4Soc肋ダ
　〃α勉αg2刎2〃，P肋伽Po〃η，肋〃c8，5th　e吐McGraw－Hi1l，1984．
　　L　E．Preston　and　J．E．Post，Pクわα加ルーα椛o82〃肋まα物∂1〕〃〃｛c　Po〃η，Pren－
　tice－Ha11．1975．
　　R．A．Buchholz，W．D．Evans　and　R．A．Wagley，吻舳8舳励R鋤o舳サo
　」P勿あ〃c1k∫〃25j　Co〃6ψf5　α閉∂　Cα∫2∫　｛〃　Sま7σオε〃　1吃ク刎刎1”〃o犯，　Prentice－Hall，
　1985．
（9）　F．D．Sturdivant，B㈱伽3s8〃∂Soσク2妙，λ〃α伽酔〃α1λカカ70伽乃，Irwin，
　3rd　ed，1985．p．323．最近では，例えば，南ア違邦で活動している企業に対する
　少数株主の徹退要求や経営不振のための工場閉鎖に対する抗議（ユナイテヅト・テ
　クノロジーズ杜）等が指摘されている。なお，小稿ではa㏄ountabilityを，一応
　「義務」と訳し，fespOnsibi－ityを「責任」と訳Lて，両老を区別してある。
⑩　Ca1ifomia　Manage血ent　Review（1984，Spring）の調査によれぼ経営管理者の
　主要関心事は，自己の利益（キャリアに有利か）ということでありそれが意思決定
　の重犬な基準になる。
ω　A．F．Buono　and　L　Nichols，0o功o〃加月o〃η，7α1脇8α仰6806わ1R召功o伽去一
　”κ妙，Praeger，1985，pp．3＿8．
⑫D．W．Ewi㎎，“Who　Wmts　Corporate　Democracy？”肋伽〃肋∫伽∫∫
　Rωξ伽，Sept．＆0c七1971。このイーウイソグの調査では「会社の義務はときと
　Lて衝突する4つの集団すなわち所有老，従業員，顧客，公衆の利益のためにでき
　るだけ公正・公平に尽すことである」ということが調査された管理職によって強く
　支持されてい㍍　また，「会杜の義務はただその所右考のためだけである」という
　ことに対Lては，同じく74％のひとが強く反対している。
　　また注㈹の文献も参照されている。
鱒R．W．Ackeman　and　R．A．Bauer，Co功07励S06〃R2sヵo刎伽舳2s∫，Reston，
　1976．　S．P．Sethi，Dimensions　of　Corporate　Social　Responsibility，Cα1がo閉加
　〃α閉og2〃〃勉ま1～ωゐ〃，　1975，yo1．17，No．3。
⑭W．C，Frederick，“Toward　CSR3：Why　Ethical　Analysiぎis　Indispensable
　and　Unavoidable　in　Co叩orate　A任airs”　Cα1砿o閉加　〃；σ伽g2〃舳チ1～ωξ刎。
　Winter1986フレドリックは，corporate　socialτesponsibilityをCSR1とし，
　corporatesocialresponsivenessをCSR2と名付けている。
⑮　S．P．Sethi，op－cit．また，プオノとニコラスは，前掲書（P．74）で杜会感応性
　について以下のようた区分をしている。
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参照集　団
私的：株主モデル　公共：利害関係老
　　　　　　　　　モデル
手段合理的動機
　（自己利益）
価値合理的動機
（道徳的義務）
生産主義　進歩主義
慈　善倫理的理想主義
　ブオノと干コラスは，上図のように，「企業の感応性（responsiveness）」を，動
機と参照集団に基づいて4つの理念類型に分ける。
　「動機」は，自己利益を目指す手段合理的動機（Instru㎜entauy　Rationa1Mo－
tives，self－interest）と道徳的義務を目指す価値合理的動機（Value　Rationa1Mo・
tives，moral　duty）に分けられる。「参照集団（Reference　Groups）」は，ある人
もしくは集団が意思決定をする際に，基準となる集団であり，ここでは私的な株主
志向と公的な利害関係者志向に分類される。
　「生産主義（PrOductivism）」は，企業の杜会的責任（感応性）に対するいわば
最も古典的な考え方である。これは，企業は杜会的に容認された方法で最大の自己
の利益（＝株主の利益）を追求することによって，究極的には杜会の富を増大させ，
杜会に貢献できるという主張であ飢そのさい，社会的責任ないし感応性の遂行の
働機づけ要因は，私的利益の獲得であり，それを手段として，企業の杜会的責任が
遂行され孔それゆえ，杜会的責任の観点を中心とすれば，私的利益の獲得は，手
段となる。この説の主要論老は，M・フリードマソやF・Aハイニクである。ハイ
ニψ（Hayek）にょれぼ，民主主義社会では企業の利害関係者である経営老，労働
者，株主および公共一般（Pub1ic　at　large）のうち，株主に対する義務だけが企業
にとって論理的である。なぜなら，経営者や労働老は，かれらの自己中心性（自己
利益の追求）によって，企業の能率や効率を下げるであろうし，また公共一般は，
その構成員の多様性のために，企業は公共一般のどこに奉仕してよいかわからな
い。繕局，株主への貢献が有効な考え方となる。そしてもし，政府が市場に過度に
介入するとその社会は，『隷従への道（The　Road　to　Serfdom）』を歩むことにな
飢ブオノとニコラスは，この考え方が，現在，レーガソ政権のなかで減税を主張
するサプライサイド経済学（supply・side　economics）の基本にあることを指摘して
いる。
　ここで若干のコメソトをすると，上述のような生産主義は，私的利益と公的利益
が矛盾しない時代には充分に通用Lたが，今日ではやはり理念型のひとつにとどま
るであろ㌔すでに本文中に指摘したように，利害関係老の多様性のために，利害
関係老モデルが出現してきたのであり，その多檬性を論理的に特定したり，明確化
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できないという理由で，株主のみを企業行動の参照集団とするのは，現実自勺ではな
い。
　「慈善」とは，株主の利益を迫求するが，古奥的な生産主義と違う点は，企業が
社会に対してたんなる生産義務以上の役割をはたすべきであるという思考が働いて
いることである。この場合，企業の社会的責任は，私的な利益からよりも，宗教的
たいL道徳的観点から遂行される。その具体的形態は，著老たちが指摘するように，
大学への寄付であり，子供のための遊園地の寄贈であ飢例えば・犬挙への寄付は，
1935年に企業がそのような寄付を所得から控除できるようになったが，それより以
前すなわち企業寄付が法律的に不可能であった19世紀から，企業家が個人的に行っ
ていたのである。また，法律によって，控除可能となったということは，企業経営
において，受託経営老が，株主に損害を与えない程度において，杜会への貢献を認
めたということであるo
　また，この慈善行為は，杜外に対してだけではなく，社内の従業員達にも向けら
れる。例としては，リーバイ・ストラウス杜が挙げられている。すなわち従業員に
対してストック・オプショソ制や利益分配制度を導入した。
　この慈善的形態における企業の社会的責任の遂行を支持するものは，政府の企業
行動への介入を基本的には拒否す㍍企業が，政府から自由に行動できなければ，
その経済体制は「民主的杜会主義（democratic　socia1ism）」’となり，アメリカ的信
条に反するのである。
　さらに，薯老たちによれば最近では，慈善行為と利益を結びつけるマーケティソ
グ戦略を行う企業も出現している。例えば，アメリカソ・ニクスプレス杜は，「自
由の女神」の修復工事に対して，1983年の第四半期に，そのカード使用一回につき
一ペニーを寄付する等の政策を実施したが，その結果同期としては史上最高の成績
を上げた。このアメリカン・ニクスプレスの戦略は，慈善と利益とがうまく結びつ
いた例である。
　薯老たちは指摘Lていないが，この慈善的責任論の今日における限界は・執行者
（stewardship）としての経営老が株主の意思を尊重しなければならないという点に
あろう。株主の利益を優先1贋位1の第1位におくことにより道徳的義務とLての杜会
的責任の遂行に隈度がある。
　また，運動連携マーケティソグ（cause・related　marketing）には，マーケティソ
グとの結びつきが可能である運動だけに企業の慈善行為がなされ，その他のそれ程
「ファショナブル」ではない問題，例えば，難民収容や鉄鋼業の失業老救済のごと
き問題には，そのマーケティソグが展開されないという隈界がある。さらには，例
えぱ飢えている人々をどの位救済できるかということが，ある製品の販売量に依存
しているということは望ましいことかという反論もある。
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　「進歩主義」とは経営者が，基本的には，手段合理的動機（啓蒙された自己利益）
に基づいて杜会的責任をはたそうとするものであ飢その場合，株主の地位は，他
の利害関係者と同地位に置かれる。この考え方は，民主的資本主義（democratic
caPitalism）を支持するものであり，Iブオノとニコラスによ九ば，大企業やビジネ
ス・スクールで最も人気のあるものである。長期的な観点から企業の成長や利益の
増大を追求しながら，公共政策に協カL，杜会の進歩・改善に貢猷しようとする思
想は，今日の資本と経営が分離している状況において，経営者の支持も得られる基
盤があり，また研究老の多元的および客観的立場からも支持を得られる可能性カミ高
いのである。
　次に「倫理的理念主義」によれぼ，企業の杜会的責任は価値合理的動機に基づい
て，企業の利害関係者の利害を調和させることによって，遂行すべきものとされる。
この思想は・宗教的にキリスト教や仏教あるいは政治的にマルクス主義に基づく場
合もあ飢いずれにしても，この立場は，現在のアメリカの企業杜会をラディカル
に批判するものであ乱その出発点は，杜会のモラルであ私そのモラルが，利己
主義や技術至上主義に陥ているときには，企業内においては，従業員のモラールの
低下があり，外部環境に働きかける企業行動においては，公害をもたらしたり，杜
会の問題（少数民族の雇用）の解決に協力しようとしない。そうした企業の内外の
間題に対して，積極的行動をとるべきであるというのが，この倫理的理念主義であ
る。
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